
  
  
  
  

公共用地の取得に伴う借家人に対する補償について 

 
 

 

東京大学連携研究機構 不動産イノベーション研究センター 特任研究員  田中 和氏 1 
たなか かずし 

  

 

11．．ははじじめめにに  

公共用地の取得に伴う建物の移転等によって借

家の継続が困難となる場合、借家人については、

「借家人補償」として、新たな借家を借りるため

に通常要する費用として、敷金・礼金等の一時金

（返還される一時金については運用益損失額のみ）

や、従前家賃と新規家賃の差額を補償することと

なっているが、「借家権」に対する補償は行ってい

ない。本稿では、公共用地取得における借家人に

対する補償のあり方を概観するともに、特に借家

権との関係について考察を行う。 

  

22．．公公共共用用地地取取得得ににおおけけるる借借家家人人補補償償のの仕仕組組みみ  

公共事業の用地取得は、多くの場合、土地所有

者等と合意の上で、民法に基づく売買契約等の締

結によって土地の所有権等を任意取得しているが、

やむを得ない場合には、土地収用法等の手続きに

よって強制的に土地を取得できる仕組みとなって

いる。 

このため、公共事業の用地取得については、任

意売買であっても、その背後に収用権の仕組みが

控えていることから、公正、公平な用地取得が行

われるよう「公共用地の取得に伴う損失補償基準

要綱（昭和 37年 6月 29日閣議決定）」（以下「要

綱」という。）や「公共用地の取得に伴う損失補償

基準（昭和 37年 10月 12日用地対策連絡会決定）」

（以下「基準」という。）、「公共用地の取得に伴う

損失補償基準細則（昭和 38年 3月 7日用地対策連

絡会決定）」（以下「細則」という。）等を定めて運

用されている（図１）。 

公共用地取得に伴って建物等の移転が必要な場

合、土地等の取得に係る補償や、建物等の移転料

の他に、その他通常生ずる損失として、引っ越し

費用等の動産移転料や、仮住居等に要する費用、

借家人に対する補償、法令上の手続き費用等の移

転雑費、営業補償等が補償の対象となっている。

本稿では、その他通常生ずる損失のうち、特に、

借家の継続が困難となる場合の借家人への補償に

ついて概観することとしたい。 

借家人に対する補償については、要綱第 28条の

2及び基準第 34条において、公共用地の取得等に

伴う建物の移転等によって、借家契約の継続が困

難となる場合に、借家権に対する補償ではなく、

①新たに借家をするための一時金（敷金・礼金等）

と、②従前家賃と新規家賃との差額を補償するこ

ととしている2。これら補償額の算定は、細則第

18に基づき処理されており、例えば、従前家賃と 

                                                      
1 本稿は、元国土交通省不動産・建設経済局公共用地室
長（2018～2020）としての経験を踏まえて執筆したも
のであるが、本稿の見解は、筆者個人のものであり、国

土交通省や所属する機関の見解を示すものではない。 
2 「補訂版 公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱の

解説（第 2版）」公共用地補償研究会編著、株式会社

大成出版社、2021、p.142-143 

 

特集  市街地再開発事業における借家人転出に伴う補償の考え方について  
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図１：補償基準の体系 
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新規家賃の差額については、細則第 18及び別表第

5により、概ね、家賃差が２倍以下の場合は２年、

家賃差が２倍超から３倍以下の場合は３年、家賃

差が３倍超の場合で４年となっている。 

一方、任意売買ではなく収用権を伴う場合、借

家人に対する補償については、土地収用法（昭和

26年法律第 219号）第 88条の 2及び土地収用法

第八十八条の二の細目等を定める政令（平成 14

年政令第 248号）（以下「細目政令」という。）第

25条において、要綱等と同様の内容が規定されて

いる。 

借家人の補償規定については、2002年の土地収

用法改正に伴い細目政令で追加されたが、借家人

の補償内容は従前から基準第 34 条で定められて

おり、これまでの実務においてルールが確立して

いること等を踏まえて整備されたものである3。 

  

  

  

  

                                                      
3 「補訂版改正土地収用法の解説(第 2版)」土地収用法

令研究会編著、株式会社大成出版社、2005、p.328 

33．．公公共共用用地地補補償償ににおおけけるる借借家家権権にに関関すするる収収用用  

裁裁決決、、判判例例  

公共用地補償における「借家人補償」は、新た

に借家をするための一時金や従前家賃との家賃差

額について補償しているが、「借家権」に対する補

償ではない。その理由について、用対連基準の解

説によると、建物所有者は公共事業の起業地から

建物を除却撤去すれば足り、再築する義務を負う

ものではなく、再築するとしても任意の場所でよ

いとされていること、また、勤務場所等の関係で

事実上借家契約を継続することが困難な場合が多

いと思われることから、借家の継続が困難な場合

には、従来の借家に照応する代替の借家を賃借り

するのに要する一時金の費用と、従前家賃との差

額を一定の期間分補償することとしている4。 

借家人補償について、借家権に対する補償の有

無が収用裁決等で争点になったことはあるが、過

去の収用裁決例をみると「借家権」に対する補償

は否定されている。神奈川県収用委員会裁決（昭

和 58年 11月 17日）では、借家権の取引市場が成

熟していないことから、借家人補償の他に、更に

借家権に対する補償を認める必要はないと判断さ

れている。また、兵庫県収用委員会裁決（昭和 39

年 10月 19日）では、借家権が存在するとしても

その解消は両当事者間の自由意思に委ねるべきで

あって、土地の収用の場合に、借家権を消滅させ

得るべき根拠は存在しないため、借家権の補償は

認めていない。香川県収用委員会裁決（昭和 41

年 3月 23日）でも、建物が解体移転されて従来の

建物が滅失する場合であっても、その救済は建物

所有者と賃借人との法律的関係として解決すべき

ものとして、借家権に対する補償は否定されてい

る。 

 

 

 

 

                                                      
4「公共用地の取得に伴う用対連基準の解説」用地補償
実務研究会編集、第一法規株式会社、1992、p.4004 

〇公共用地の取得に伴う損失補償基準要綱（昭

和３７年６月２９日閣議決定） 

（借家人に対する補償） 

第２８条の２ 土地等の取得若しくは土地等の

使用に係る土地にある建物又は取得し、若しく

は使用する建物の全部又は一部を現に賃借す

る者がいる場合において、賃借の継続が通常不

能となるものと認められるときは、次に掲げる

額を補償するものとする。 

一 新たに従前の賃借の目的物に照応する物

件を賃借するための契約を締結するのに通

常要する費用 

二 前号の物件における居住又は営業を安定

させるために通常必要と認められる期間中

の当該物件の通常の賃借料のうち従前の賃

借の目的物の賃借料の額を超える部分の額 
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【土地収用法の裁決事例】5 

〇借家人補償以外の借家権の補償を否定した例 

 

                                                      
5「公共用地の取得に伴う用対連基準の解説」用地補償

実務研究会編集、第一法規株式会社（1992）

p.4010-4011より引用。 

 

 

〇建物が解体移転されるとしても、借家権消滅補

償は必要がないとした例 

 

土地収用時に借家権補償が争点となった判例と

して東京地判平成 4.11.27があるが、必ずしも借

家権を消滅させるものではなく、家賃差額等の通

損補償が相当であるとして、借家権補償を否定し

ている。 

須藤（1994）6は、同判決について、土地収用法

は、地上物件について移転主義を採用しており、

欧州諸国のように収用主義を採用していないこと

を踏まえると、建物の借家権を存続させるかどう

                                                      
6 須藤隆二（1994）「土地の収用に伴う建物賃貸借人に

対する補償額の算定方法事件」判例地方自治（増刊号）

NO.118、ｐ.88 

（昭和 58年 11月 17日 神奈川県収用委員会

裁決） 

関係人甲他 2名は、借家権に対する補償を要

求しているが、近時ある種の営業などにおいて

は、借家権自体が一定の財産的価値をもって、

取引の対象とせられる現象もみられなくはな

いが、本件土地の近傍における工場経営などの

業態にあっては、未だ借家権取引の慣行が成熟

していることはみとめられず、また、特に本件

建物がごとく、たとえ善意とはいえ、建物敷地

にほぼ 6割にも当たる部分が、隣接市道敷地に

またがっているような場合、かかる不安定な借

家権は、取引の対象とはならないと認められ

る。 

したがって、上記借家人補償の他に、さらに

借家権に対する補償を認める必要はないと判

断する。 

させ得るべき根拠は存在しない。従って甲が要求

する借家権に対する補償については認めること

を得ない。 

（昭和41年3月23日 香川県収用委員会裁決） 

関係人の申し立てにかかる借家権消滅にかか

る損失補償の請求につき審按するに、起業者は

土地の収用を求めているのであって、本件収用

土地にある建物を収用したり、該建物に対する

借家権を消滅させるため、これを収用すること

を求めているものでもない。そして起業者の申

し立ては、建物を解体移転するというのである

から、仮に建物の同一性が失われ従来の建物が

滅失するものと解し、従って借家権者である関

係人が事実上不利益を受けるものとしても、こ

れが救済は建物所有者との間に法律的関係とし

て解決せらるべきものである。それ故に関係人

の該請求は到底採用し難い。 

（注）本裁決においては、借家権消滅補償は

認めなかったが、新規に借家するとした場合

の家賃と現在家賃との差額の補償を認めてい

る。 

（昭和 39年 10月 19日 兵庫県収用委員会裁

決） 

借家権に対する補償として金 400,000 円の要

求が甲からあり、家屋共有者の 1 人乙は、甲

に借家権がない旨を申し立てているが、双方

の申し立てから判断したところ乙の主張は当

該家屋について、甲との間に賃貸借関係が存

在しないことを主張しているにすぎないので

あって、使用貸借による借家権を甲が有する

ことは明白に認められるのであるが、しかし、

借家権が存在するにしてもその解消等の件に

ついては、貸借関係における両当事者間の自

由意思に委ねるべきであって、土地収用法に

おいても土地の収用の場合に、借家権を消滅 
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かは当事者間に委ねられる問題であり、同法第 88

条の通損補償として借家権の対価補償を求めるの

は無理があると思われると指摘している。なお、

東京高判昭 54・10・30（昭和 53行（コ）33号）

も、同様に借家権補償を否定している7。 

 

〇東京地判平成 4・11・27（判例地方自治 110 号

92頁） 

  

44．．建建物物をを収収用用等等すするる場場合合のの借借家家権権消消滅滅時時のの補補  

償償ににつついいてて  

一般的に道路、河川等の公共事業では、事業に

必要なのは土地であるため建物自体を取得、収用

の対象とすることはほとんどないが、土地収用法

等では、公共事業の用に供するために建物自体が

                                                      
7 廣瀬千晃（2024）「新版 起業者と地権者のための用

地買収と損失補償の実務－土地・建物等および営業そ

の他の補償実務のポイント 132」株式会社プログレス、

ｐ.392 

取得、収用の対象となる場合について、これら物

件に関する所有権以外の権利（賃借権、使用借権、

質権、抵当権等）を消滅させる場合の補償規定が

設けられている（土地収用法第 5条第 2項、第 6

条、要綱第 14条、第 15条）。 

また、それ以外にも公共事業で建物等を取得、

収用する場合として、土地の取得、収用等に伴い

物件の移転が困難な場合に所有者の請求により建

物等を取得する場合や、移転料が取得価格より多

額となる場合に建物等を取得する場合がある（土

地収用法第 78条、79条、要綱第 25条、第 26条）。

これらの規定に基づいて建物が取得、収用される

場合には、借家権が消滅することとなるため、権

利の消滅に伴う補償を行う必要がある。  

前述したように、道路、河川等の公共事業では、

通常、建物自体を取得、収用の対象とすることは

ほぼない。また、実務的には、移転困難な場合や

移転料多額な場合として、借家人が存在する建物

を取得、収用する事例も極まれである。 

移転料多額により借家人が存在する建物を取得

した収用裁決事例として、「福島県収用委 平成

11年 2月 9日裁決 物件（鉄筋コンクリート造地

下１階付 5階店舗兼共同住宅）」があるが、同裁決

をみるかぎりでは、借家人補償のみ行っている。 

公共事業による建物の取得、収用等に伴う借家

権の消滅については、小澤（2003）8は、土地収用

法第 78条、第 79条が適用されるときは、借家権

の消滅対価としての補償が必要であり、それ以外

は不要である旨を指摘しているが、一方、松尾

（2015）9は、借家権の取得の場合も借家権補償は

不要であるとの見解（須藤（1994）等）もあるこ

とを指摘している。 

借家人の補償について、松尾（2011）10は、借家

権の対価補償（借家権補償）と、借家人の移転補

償（借家人補償）は概念上区別されるもので、両

                                                      
8 小澤道一（2003）「逐条解説 土地収用法 第二次改

訂版（下）」株式会社ぎょうせい、p.297 
9 松尾弘（2015）「基本事例から考える損失補償法」株

式会社大成出版社、p.188-189 
10 松尾弘（2011）「財産権の保障と損失補償の法理」株

式会社大成出版社、p.124-126 

（略）土地のみが収用される場合、当該土地上の

建物所有者は、右建物を収用土地以外の場所に移

転等しなければならない義務を負うけれども、右

建物移転等を法律上義務づけられるからといっ

て、そのことによって当該建物についての借家契

約が直ちに消滅すると解すべきことにならない

ことはいうまでもない。 

そして、当該建物について採用されるべき移転

工法（解体移転か、曳家移転か）、再築の見込、

移転先（構内移転か構外移転か）等にかんがみて、

社会通念上、建物賃貸借の継続が著しく困難であ

ると認められる場合には、建物賃貸借人に対する

補償としては、当該建物からの転出に伴う経済的

損失、換言すれば、新たに当該建物照応する他の

建物を賃借するために通常要する費用の補償、す

なわち、移転補償をするのが相当であり、原告の

主張するように、対価補償をすることは、建物賃

借人に対し、土地収用により受ける損失以上のも

のを補償する結果となりうるから、対価補償をす

べきではないというべきである。 
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かは当事者間に委ねられる問題であり、同法第 88

条の通損補償として借家権の対価補償を求めるの

は無理があると思われると指摘している。なお、

東京高判昭 54・10・30（昭和 53行（コ）33号）

も、同様に借家権補償を否定している7。 

 

〇東京地判平成 4・11・27（判例地方自治 110 号

92頁） 

  

44．．建建物物をを収収用用等等すするる場場合合のの借借家家権権消消滅滅時時のの補補  

償償ににつついいてて  

一般的に道路、河川等の公共事業では、事業に

必要なのは土地であるため建物自体を取得、収用

の対象とすることはほとんどないが、土地収用法

等では、公共事業の用に供するために建物自体が

                                                      
7 廣瀬千晃（2024）「新版 起業者と地権者のための用

地買収と損失補償の実務－土地・建物等および営業そ

の他の補償実務のポイント 132」株式会社プログレス、

ｐ.392 

取得、収用の対象となる場合について、これら物

件に関する所有権以外の権利（賃借権、使用借権、

質権、抵当権等）を消滅させる場合の補償規定が

設けられている（土地収用法第 5条第 2項、第 6

条、要綱第 14条、第 15条）。 

また、それ以外にも公共事業で建物等を取得、

収用する場合として、土地の取得、収用等に伴い

物件の移転が困難な場合に所有者の請求により建

物等を取得する場合や、移転料が取得価格より多

額となる場合に建物等を取得する場合がある（土

地収用法第 78条、79条、要綱第 25条、第 26条）。

これらの規定に基づいて建物が取得、収用される

場合には、借家権が消滅することとなるため、権

利の消滅に伴う補償を行う必要がある。  

前述したように、道路、河川等の公共事業では、

通常、建物自体を取得、収用の対象とすることは

ほぼない。また、実務的には、移転困難な場合や

移転料多額な場合として、借家人が存在する建物

を取得、収用する事例も極まれである。 

移転料多額により借家人が存在する建物を取得

した収用裁決事例として、「福島県収用委 平成

11年 2月 9日裁決 物件（鉄筋コンクリート造地

下１階付 5階店舗兼共同住宅）」があるが、同裁決

をみるかぎりでは、借家人補償のみ行っている。 

公共事業による建物の取得、収用等に伴う借家

権の消滅については、小澤（2003）8は、土地収用

法第 78条、第 79条が適用されるときは、借家権

の消滅対価としての補償が必要であり、それ以外

は不要である旨を指摘しているが、一方、松尾

（2015）9は、借家権の取得の場合も借家権補償は

不要であるとの見解（須藤（1994）等）もあるこ

とを指摘している。 

借家人の補償について、松尾（2011）10は、借家

権の対価補償（借家権補償）と、借家人の移転補

償（借家人補償）は概念上区別されるもので、両

                                                      
8 小澤道一（2003）「逐条解説 土地収用法 第二次改

訂版（下）」株式会社ぎょうせい、p.297 
9 松尾弘（2015）「基本事例から考える損失補償法」株

式会社大成出版社、p.188-189 
10 松尾弘（2011）「財産権の保障と損失補償の法理」株

式会社大成出版社、p.124-126 

（略）土地のみが収用される場合、当該土地上の

建物所有者は、右建物を収用土地以外の場所に移

転等しなければならない義務を負うけれども、右

建物移転等を法律上義務づけられるからといっ

て、そのことによって当該建物についての借家契

約が直ちに消滅すると解すべきことにならない

ことはいうまでもない。 

そして、当該建物について採用されるべき移転

工法（解体移転か、曳家移転か）、再築の見込、

移転先（構内移転か構外移転か）等にかんがみて、

社会通念上、建物賃貸借の継続が著しく困難であ

ると認められる場合には、建物賃貸借人に対する

補償としては、当該建物からの転出に伴う経済的

損失、換言すれば、新たに当該建物照応する他の

建物を賃借するために通常要する費用の補償、す

なわち、移転補償をするのが相当であり、原告の

主張するように、対価補償をすることは、建物賃

借人に対し、土地収用により受ける損失以上のも

のを補償する結果となりうるから、対価補償をす

べきではないというべきである。 

者は択一的なものであるが、借家人補償として認

められる内容を超えて借家権補償として認められ

るべき内容はさほど大きなものではなく、実質

的・機能的に両者の補償額は接近することになる

と指摘している。その理由として、松尾（2011）11

は、借家権は、相続の対象となる財産と認められ

るものであるが、実質的に債権であり、その物権

的性質も借地権に比べて希薄であることを指摘し

ている。貸借権の譲渡または貸借物の転貸には賃

貸人の承諾が必要（民法第 612条）であるが、借

地権の場合は譲渡・転貸を承諾しない賃貸人の承

諾に代わる許可の裁判（借地借家法第 19条）の制

度があり、借地権の譲渡性（物権性）が強化され、

財産権性が高められているが、借家権は同様の制

度は存在しないため、一定内容の利益の絶対的帰

属という物権の特色は借家権ではなお希薄である

旨を説明している。 

また、渕上（1987）12は、借家権の評価額が非常

に高い場合は特段の配慮が必要であるが、建物の

収用の場合であっても借家人補償をすれば完全な

補償をしたことになると考えて差し支えないこと

から、事実上借家の継続ができない場合も、法律

上借家権が消滅する場合も、いずれも同様の補償

を行うべき旨を指摘している。 

よって、公共用地補償では、実務上、借家人が

存在する建物を取得、収用する事例がほぼまれだ

が、確認した限りでは、借家権補償ではなく、借

家人補償が行われている。 

  

55．．憲憲法法 2299条条第第 33項項のの正正当当なな補補償償ににつついいてて  

憲法 29条第 3項は、「私有財産は、正当な補償

の下に、これを公共のために用ひることができる」

とされている。以下では、公共用地補償と憲法と

の関係について概観したい。 

宇賀（2018）13は、公共事業のための用地取得の

                                                      
11 松尾弘（2011）、脚注 10、p.116-118 
12 渕上臣(1987)「損失補償判例裁決大系」渕上臣編著、

日本補償コンサルタント協会、p.495-496 
13 宇賀克也（2018）「行政法概説Ⅱ 行政救済法（第 6

版）」株式会社有斐閣、p.517-519 

場合、背後に収用権が控えていることから、売買

契約の締結の形式をとる場合であっても、収用の

場合と同様、正当な補償がなされるべきであり、

当該補償によって私人の生活再建が可能となるか

は重要な関心事とならざるを得ない旨を指摘して

いる。また、塩野（2019）14も、土地収用法や細

目政令の補償内容について、憲法の要求を下回っ

ているかどうかが常に問題になるという性格をも

つものである旨を指摘している。 

憲法 29条第 3項にいう「正当な補償」について

は、完全補償説と相当補償説が対立的に主張され

てきた。完全補償説は、被収用財産の客観的にも

つ貨幣価値とするもので、相当補償説は、常に完

全な補償である必要はなく、侵害目的や社会・経

済状況などを考慮し、合理的と認められる相当な

額であればよい場合もあるとするものである（佐

藤（2024）15）。宇賀（2018）によると、「正当な

補償」については、農地改革等の例外的場合を除

いて、学説上は、原則は完全補償であるべきとの

説が有力とされている。また塩野（2019）も収用

等の行為の前後において、その人の持っている財

産的価値に増減がないことをもって正当な補償と

考えるべきもので、これは完全な補償と合致する

旨を指摘している。正当な補償に関する判例につ

いて、松尾（2011）16は、土地収用法における補

償を「完全な補償」と解した最判昭和 48年判決と、

その定式を実質的に継承した最判平成 14 年判決

について、判例法理を形成するものと解されると

指摘している。 

最判昭和 48年判決は、都市計画法等による建築

制限を受けている土地の収用に関する補償につい

て「完全な補償、すなわち、収用の前後を通じて

被収用者の財産価値を等しくならしめるような補

償をなすべきであり、金銭をもつて補償する場合

には、被収用者が近傍において被収用地と同等の 

                                                      
14 塩野宏（2019）「行政法Ⅱ 第 6版 行政救済法」株

式会社有斐閣、p.391-393 
15 佐藤幸治（2024）「日本国憲法論（第 2版）」株式会

社成文堂、p.353－355 
16 松尾弘（2011）,脚注 10、p.46-54 
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代替地等を取得することをうるに足りる金額の補

償を要するもの」として、建築制限を受けていな

い場合に有する価値を補償すべきと判示した。 

最判平成 14年判決は、土地収用法第 71条の規

定が憲法に違反するかが争点となった判決である

が、「憲法 29条 3項にいう「正当な補償」とは，

その当時の経済状態において成立すると考えられ

る価格に基づき合理的に算出された相当な額をい

うのであって ，必ずしも常に上記の価格と完全に

一致することを要するものではない」とした上で、

土地収用法第 71 条の補償金に関する規定につい

ては、「被収用者は，収用の前後を通じて被収用者

の有する財産価値を等しくさせるような補償を受

けられるものというべき」として十分な合理性が

あると判示している。 

なお、通損補償については、憲法 29条 3項の「正

当な補償」に含まれるかは議論があるが、宇賀

（2018）17、松尾（2011）18は、憲法 29 条３項の

「正当な補償」に含まれると指摘している。 

                                                      
17 宇賀（2018）脚注 13、p.522 
18 松尾（2011）脚注 10、p.76 

 

 

66．．ままととめめ（（私私見見））  

公共事業の用地取得に伴う補償については、収

用の前後を通じて被収用者の有する財産価値を等

しくさせるような補償、すなわち、被収用者が近

傍において被収用地と同等の代替地等を取得する

ことをうるに足りる金額として、その時点の経済

状態において成立すると考えられる価格に基づき

合理的に算出された相当な額をもって補償すれば、

憲法 29条第 3項でいう「正当な補償」に相当する

と考えられる。 

公共用地取得に伴う借家人に対する補償につい

ては、新たに借家をするための一時金と従前家賃

〇最判昭和 48年 10月 18日 

土地収用法における損失の補償は、特定の公

益上必要な事業のために土地が収用される場

合、その収用によつて当該土地の所有者等が

被る特別な犠牲の回復をはかることを目的と

するものであるから、完全な補償、すなわち、

収用の前後を通じて被収用者の財産価値を等

しくならしめるような補償をなすべきであ

り、金銭をもつて補償する場合には、被収用

者が近傍において被収用地と同等の代替地等

を取得することをうるに足りる金額の補償を

要するものというべく、土地収用法七二条（昭

和四二年法律第七四号による改正前のもの。

以下同じ。）は右のような趣旨を明らかにした

規定と解すべきである。 

（中略）被収用者に対し土地収用法七二条に

よつて補償すべき相当な価格とは、被収用地 

〇最判平成 14年 6月 11日 

憲法２９条３項にいう「正当な補償」とは，

その当時の経済状態において成立すると考

えられる価格に基づき合理的に算出された

相当な額をいうのであって ，必ずしも常に

上記の価格と完全に一致することを要する

ものではないことは，当裁判所の判例（最高

裁昭和２５年（オ）第９８号同２８年１２月

２３日大法廷判決・民集７巻１３号１５２３

頁）とするところである。土地収用法７１条

の規定が憲法２９条３項に違反するかどう

かも，この判例の趣旨に従って判断すべきも

のである。 

（中略）これらのことにかんがみれば，土地

収用法７１条が補償金の額について前記の

ように規定したことには，十分な合理性があ

り，これにより，被収用者は，収用の前後を

通じて被収用者の有する財産価値を等しく

させるような補償を受けられるものという

べきである。 

が、右のような建築制限を受けていないとす

れば、裁決時において有するであろうと認め

られる価格をいうと解すべきである。 
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代替地等を取得することをうるに足りる金額の補

償を要するもの」として、建築制限を受けていな

い場合に有する価値を補償すべきと判示した。 

最判平成 14年判決は、土地収用法第 71条の規

定が憲法に違反するかが争点となった判決である

が、「憲法 29条 3項にいう「正当な補償」とは，

その当時の経済状態において成立すると考えられ

る価格に基づき合理的に算出された相当な額をい

うのであって ，必ずしも常に上記の価格と完全に

一致することを要するものではない」とした上で、

土地収用法第 71 条の補償金に関する規定につい

ては、「被収用者は，収用の前後を通じて被収用者

の有する財産価値を等しくさせるような補償を受

けられるものというべき」として十分な合理性が

あると判示している。 

なお、通損補償については、憲法 29条 3項の「正

当な補償」に含まれるかは議論があるが、宇賀

（2018）17、松尾（2011）18は、憲法 29 条３項の

「正当な補償」に含まれると指摘している。 

                                                      
17 宇賀（2018）脚注 13、p.522 
18 松尾（2011）脚注 10、p.76 

 

 

66．．ままととめめ（（私私見見））  

公共事業の用地取得に伴う補償については、収

用の前後を通じて被収用者の有する財産価値を等

しくさせるような補償、すなわち、被収用者が近

傍において被収用地と同等の代替地等を取得する

ことをうるに足りる金額として、その時点の経済

状態において成立すると考えられる価格に基づき

合理的に算出された相当な額をもって補償すれば、

憲法 29条第 3項でいう「正当な補償」に相当する

と考えられる。 

公共用地取得に伴う借家人に対する補償につい

ては、新たに借家をするための一時金と従前家賃

〇最判昭和 48年 10月 18日 

土地収用法における損失の補償は、特定の公

益上必要な事業のために土地が収用される場

合、その収用によつて当該土地の所有者等が

被る特別な犠牲の回復をはかることを目的と

するものであるから、完全な補償、すなわち、

収用の前後を通じて被収用者の財産価値を等

しくならしめるような補償をなすべきであ

り、金銭をもつて補償する場合には、被収用

者が近傍において被収用地と同等の代替地等

を取得することをうるに足りる金額の補償を

要するものというべく、土地収用法七二条（昭

和四二年法律第七四号による改正前のもの。

以下同じ。）は右のような趣旨を明らかにした

規定と解すべきである。 

（中略）被収用者に対し土地収用法七二条に

よつて補償すべき相当な価格とは、被収用地 

〇最判平成 14年 6月 11日 

憲法２９条３項にいう「正当な補償」とは，

その当時の経済状態において成立すると考

えられる価格に基づき合理的に算出された

相当な額をいうのであって ，必ずしも常に

上記の価格と完全に一致することを要する

ものではないことは，当裁判所の判例（最高

裁昭和２５年（オ）第９８号同２８年１２月

２３日大法廷判決・民集７巻１３号１５２３

頁）とするところである。土地収用法７１条

の規定が憲法２９条３項に違反するかどう

かも，この判例の趣旨に従って判断すべきも

のである。 

（中略）これらのことにかんがみれば，土地

収用法７１条が補償金の額について前記の

ように規定したことには，十分な合理性があ

り，これにより，被収用者は，収用の前後を

通じて被収用者の有する財産価値を等しく

させるような補償を受けられるものという

べきである。 

が、右のような建築制限を受けていないとす

れば、裁決時において有するであろうと認め

られる価格をいうと解すべきである。 

と新規家賃の差額を補償することとしているが、

これは、被収用者が近傍において同等の借家権を

取得することに足りる金額として、合理的に算出

された金額を補償するものであり、収用の前後を

通じて被収用者の有する財産価値を等しくさせる

ものと考えられることから、正当な補償に相当す

ると思われる。 

なお、借家権については、通常は、賃借権の譲

渡等には賃貸人の承諾が必要（民法第 612条）で

あり、借家権の取引慣行はないと考えられる。こ

のため、建物の取得に伴い借家権を消滅させる場

合についても、借家権の取引慣行が成立している

ような特殊な事例を除いて、借家人補償として新

たに借家をするための一時金と従前家賃と新規家

賃の差額を補償すれば、同様に、被収用者が近傍

において同等の借家権を取得することに足りる金

額として、借家人に対する正当な補償を行ったと

いえるのではないか。 

 

 

謝辞：本稿の作成に当たり、国土交通省不動産・ 

建設経済局公共用地室には貴重なご指摘を

いただいたこと、深く感謝の意を申し上げ

たい。なお、本稿の見解や誤り等について

はすべて著者の責任である。  

土地総合研究 2025年夏号 19


